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研究成果の概要（和文）：移民がホスト国に定着後も、故郷の家族や地域社会とのトランスナショナルな絆を断たずに
維持する傾向は、1990年代後半に生じた国際音声通話の極端な低廉化により新しい局面に入った。移民の家族や近隣は
トランスナショナルなソーシャル・フィールドとして、送出国と受入国のますます広い範囲の地域社会の非エリート同
士を日常的に結びつけるようになり、移民が故郷の家族や地域社会に及ぼす影響は経済・行政面にとどまらず、個人の
内面の世界観にまで影響を及ぼすようになった。一方でこのような故郷との絆を断たない移民の存在は、ホスト社会に
新たな脅威感を生み、新種の排外主義に結びつく可能性もある。

研究成果の概要（英文）：Transnationalism is the term that describes the trend of the migrants today who 
increasingly maintain the transnational ties with the "home" families and communities, even after final 
settlement in the "host" society. The ever-cheaper international telephone call since mid-1990s have 
enabled the migrants to develop a "transnational social field", which directly links non-elites of 
ever-expanding areas of both sending and host countries. The influence of the migrants upon the "home" 
community have strengthened, not only in the spheres of household economy and town infrastructure, but 
also in internal values and worldviews of the individuals. The growth of migrants' transnational 
activities might induce in the "host" society a sense of threat which might lead to a new type of 
nativist emotions.

研究分野：ラテンアメリカ史・ラテンアメリカ地域文化研究
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１． 研究開始当初の背景 
(1) 移民のホスト社会への適応という主題は、
かつては(a)同化主義（社会的上昇の前提
は言語・文化的同化だとする）のアプロ
ーチが主流であったが、1970年代を境に
(b)多文化主義（団体形成によるホスト国
家・自治体との交渉を通じて自分たちの
言語・文化を保持したままの適応が可能
だとする）のアプローチがそれにとって
かわった。それと並行して受入都市の中
に形成されるエスニック・エンクレーブ
や、それを市場とするエスニック企業が
新しい適応戦略として注目を集めた。 

(2) それに加えて最近注目を集めているのが
「トランスナショナリズム」の現象であ
る。もともとは国を異にする個人同士が
国家を媒介せず直接に社会関係を結ぶこ
とを意味する言葉だが、移民研究の場合
は、国際間の交通・通信手段の発達と費
用低廉化に伴い、移民がホスト社会に定
着後も、故郷の家族はもちろん、地域社
会とも絆を断たずに維持する傾向を指す。
当初注目を集めた現象は、家族への送金
や同郷団体を通じての出身自治体への寄
付が、ほとんどひとつの輸出産業に匹敵
する外貨稼得項目となったことであった。
このようなトランスナショナルな故郷と
の紐帯を維持すること自体がひとつの新
しい適応戦略として注目されるに至った。 
 

２．研究の目的 
(1) 移民が故郷との間に保持するトランスナ
ショナルな紐帯に三つの角度からアプロ
ーチし、次のような問いに答えることを
めざす。(a)「移民にとっての故郷」。移民
が故郷との間に維持するトランスナショ
ナルな紐帯は、いま現在どのような特質
と意義をもつか、とりわけ、移民のホス
ト社会への適応戦略においてそれはどの
ような意味をもつか。 

(2) (b)「故郷にとっての移民」。またそのよう
な紐帯は、開発途上社会である故郷の家
族や地域社会にどのような影響を及ぼす
か。送金や寄付によるプラスの経済効果
があることが期待される半面、ホスト国
と送出国の間の極端な力の非対称性から
いわばトランスナショナルな過疎化・周
縁化を生みだす可能性はないか。 

(3) (c)「ホスト社会にとっての〈故郷と切れ
ない移民〉」。このようなトランスナショ
ナルな紐帯には、近代国民国家のメンバ
ーシップとしての国籍・市民権の原理を
脅かす潜在的可能性を含んでいる。その
潜在的脅威がホスト社会にとってどのよ
うに表象されるか。その表象のされかた
によっては、何らかの新種の排外主義に
結びつくことはないか。 

 
３．研究の方法 
(1) 上記の三つのアプローチに対応する三つ

の班を組織し、互いに成果中間報告をし
ながらそれぞれに研究を進めていく。(a)
「移民にとっての故郷」班は当初在米ヒ
スパニックのうちとりわけ既存研究の多
いメキシコ系労働移民に注目し、在日韓
国朝鮮人の事例を参照しつつトランスナ
ショナルな紐帯の特質と意義を調査する。 

(2) (b)「故郷にとっての移民」班は当初アメ
リカ・カナダのアジア系、フランスのア
フリカ系移民に注目し、福建・浙江やア
フリカの旧フランス領植民地におよぼす
影響を、故郷支援団体(HTA)やマイクロフ
ァイナンス団体（MFI）などに重点をお
いて調査する。 

(3) (c)「ホスト社会にとっての〈故郷と切れ
ない移民〉」班は、とくに言説・思想面に
重点をおき、過去のドイツやフランス、
アメリカにおけるユダヤ人など歴史上の
重要事例を参照しつつ、目下のドイツ・
フランスのムスリム、アメリカにおける
アジア系移民の故郷との紐帯がどのよう
に言説化されているかを調査する。 

(4) 定例研究会の他、海外の専門家を招いて
国際シンポジウムを実施し、また国内外
の資料を収集して保存する。 
 
４．研究成果 
(1) 「移民にとっての故郷」。移民が故郷との
間に維持するトランスナショナルな紐帯
は、これまで海外送金など経済効果や、
送出国側の国籍法改正によるホスト国に
帰化した移民への二重国籍の容認など制
度面に注目した研究が多かったが、最近
では非エリート労働移民が「トランスナ
ショナル・ソーシャル・フィールド」で
営む日常（エブリデイ）生活に着目する
アプローチが成果をあげている。この「フ
ィールド」は国民国家対国民国家の接触
点をバイパスして、別々の国にある地域
社会と地域社会の非エリート層を直接に
つないでいる。送出国側でも受入国側で
も、伝統的な送出地域・受入地域以外の
地域がますます多くこれに参入し、送出
地域と受入地域は連鎖移民の原理によっ
て一対一で緊密に結びつく。 

(2)非エリート層同士のこのような直接の結
びつきを可能とした条件が、1990年代半
ばから 2000 年代初頭にかけて起こった
国際電話料金の極端な低廉化である。そ
の下げ幅は 99%にものぼり、分あたり数
ドルだったのが数セントになり、千円で
約三時間も話せるようになった。この時
期の IT技術革新のグローバル化促進の例
としては、エリート層やビジネス従事者
が使用者である e メールやインターネッ
トが注目されがちだが、書き言葉を操る
能力が低く、交渉や意志決定に長い時間
をかけての会話を要する非エリート層の
労働移民にとって最重要の技術革新は、
むしろただの音声通話の低廉化であった。



これに加えて GMS 規格の携帯電話がこ
の時期途上国に急速に普及し、農村部へ
の急速な基地局設置などのインフラ整備
に支えられて、家族・親戚・近隣間の意
思疎通をさらに円滑化した。「トランスナ
ショナル・ソーシャル・フィールド」は
これを基盤に成立した。 

(3) トランスナショナルな紐帯を維持するこ
ととホスト社会への統合との間の相関が
正か負かについては明快な答えは出てい
ない。移民はホスト社会への適応に失敗
し、差別や排除を受けたことへの反発か
ら故郷との紐帯を強めることがある。し
かし半面、トランスナショナルな紐帯を
維持する活動には送金や帰郷の旅など費
用がかかるものが多く、適応に成功して
資源を獲得した者ほどそのような活動を
行うので、どちらかといえば正の相関が
観察されることが多い。 

(4) いまひとつ議論のある問題は、トランス
ナショナルな活動は移民第二世代以降に
受け継がれるかどうかである。アメリカ
合衆国では 1965 年移民法改正後流入し
た移民の子どもの世代が成年に達し、そ
のような活動をする資源を獲得した 2000
年代からさかんに調査が行われるように
なったが、第一世代よりは消極的である
ことは確かである。しかし上記の国際電
話通話の低廉化で「トランスナショナ
ル・ソーシャル・フィールド」を通じて
常に故郷から新規の第一世代移民が流入
してくることを考えるとこの点も一概に
は言えない。 

(5)「故郷にとっての移民」。従来移民送出地
域への移民の影響について提起された問
題は、送金等による経済的利得を受ける
世帯が増え、自治体の設備等が充実する
半面、若年層が流出して年齢層の偏った
過疎化が生じて経済が不活性化したり、
また進学よりも移住を選ぶために社会の
低学歴化が進行することであった。しか
し今日では状況はさらに進み、移民送出
地域の、階層的には非エリートであり、
全く都市化が進んでいない社会に属する
家族や親族や近隣自体が、それ自体移住
者と非移住者のメンバーを含みこむ「ト
ランスナショナル・ソーシャル・フィー
ルド」として機能するようになった。 

(6) 農村部非エリートの場合、移住のために
は家族・親族・近隣のメンバーである先
達の移民の導きが是非とも必要である。
外国語能力の問題だけでなく、移住者は
国外移住することにより初めて都市生活
を経験することが多く、その面でもガイ
ダンスが必要だからである。上記のよう
な緊密なコミュニケーションがとれるよ
うになると、そのような移住の便宜だけ
でなく、移住したメンバーの獲得した世
界観やハビトゥスが、移住しないメンバ
ーのそれに大きな影響を及ぼすことが考

えられる。後者が都市化を経ない農村部
非エリートであることを考えに入れると、
その影響力は相当に大きいものと考えら
れる。 

(7) 「ホスト社会にとっての〈故郷と切れな
い移民〉」。第二次世界大戦後に開発途上
国から流入してきた移民に対してこれま
で先進諸国で発生した排外主義は、労働
市場での競合や、福祉行政や納税者への
負担を理由とするものであった。しかし
前者については労働市場が実は分節化し
ており、いわゆる３Ｋの低賃金職に就く
移民と現地人とは競合しないとの認識が
普及し、1994 年のカリフォルニア州住民
提案 187 号に代表されるような従来の排
外主義はやや下火になっている。 

(8) しかし最近の先進諸国の言説をみると、
本プロジェクト実施中に、移民の維持す
るトランスナショナルな紐帯への脅威感
に基づいている可能性がある新しい排外
主義感情の事例がいくつか浮上してきた。
(a)中国の大国化に伴い、その富裕層がリ
スク管理のためにアメリカやカナダに移
住したり出産したりすることへの地元の
警戒感が強まっている。(b)ヨーロッパに
移住したムスリムの移民子弟が出国して
イスラム国のような運動に参加すること
への不安が強まっている。(3)日本のとく
にインターネット上で中国・韓国への反
感が表明されることが多くなっている。
これらの新しい展開については是非調査
をつづけることが必要である。 
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